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フィリピンが依然抱える国家安全保障面での不安

ハーマン・クラフト

2010年は、計画されていたフィリピン国防構造・制度改革の基盤造りが完了
する年となるはずであった。これはフィリピン国防改革（PDR）プログラムで
設定されたスケジュールと歩調を合わせた計画であったが、PDRプログラム自
体は 2000年に米軍とフィリピン軍の首脳陣によって始められ 2003年に完了し
た合同アセスメントの所産であった。合同防衛アセスメント（JDA）における
主な所見は、フィリピンは「フィリピンの安定に対する脅威を中立化する能力
を持ち合わせておらず、その原因は大体において政策の立案及び展開、人員管
理及び指導力、予算編成及び資源管理、そして調達における体系的失敗にある」
（Yabes, 2008）という内容であった。長年にわたる問題で、JDA以前から既に
示唆されていた分析を展開すると、フィリピンにおける戦略的プログラムがど
の程度、戦術的考察の結果として押し戻されてきたかが分かる。これは国中で
絶えない共産主義者の反乱やミンダナオ島における武装分離独立派の運動によ
る持続的影響（及び優先化）に等しい問題であり、それは政治的意思に関わる
問題であると同時に、フィリピンの安全保障に関する戦略的背景に対する理解
が欠けているからである。国防省（DND）とフィリピン軍（AFP）は PDRで
特定された主要な改革領域に対処すべく様々な対策を講じてきたものの、フィ
リピンの安全保障の背景における何らかの重要な転換を示すような、政策環境
や国内治安情勢の変化はほとんど起こらなかった。

挑戦への対応

DNDは 2010年、「フィリピンの国防と安全保障に対する挑戦への対応」と
題する冊子を発行し、これにより PDRで特定された改革領域に対する DND
の対応の概要が示された（DND, 2010）。この冊子では DNDと AFPの主な任
務を、（1）フィリピンの国家主権及び領土的一体性の保護、（2）テロ行為を含
む、国家安全保障に対するあらゆる挑戦への対応、（3）国家発展への貢献、（4）
地域及び国際社会全体の平和と安全保障の促進、の 4項目を柱に特定している。
この文脈で、冊子では国家安全保障の定義を、フィリピンの中核的価値、生活
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様式、制度、富を創出し共有する能力、主権及び領土的一体性、福祉と幸福、
そして戦略的関係、の保護と増進に関係する広範な概念としている。同様に、
任務領域の範囲は国内治安、領土防衛、災害リスク管理及び対応、人道支援及
び平和維持、国際的な防衛及び安全保障への関与、そして国家発展支援をカバー
する。上記の通り、任務領域は国内治安問題を主たる懸案として優先している
ものと見られる。
ほぼ間違いなく、フィリピンにとって最も重大な脅威はフィリピン共産党・

新人民軍（CPP-NPA）で、同組織は4,111名の兵士を48箇所のゲリラ拠点に擁し、
全国 1,017のバランガイ（フィリピン政府の最小行政単位）に影響力を及ぼし
ている（ABS-CBN, 2010）。ただしこれらの数字は全て 1年前より減っている。
AFPによると、兵士の死亡、投降、逮捕によって NPAの実行勢力は大幅に低
下してきた。CPPはこれに反論し、その主張によると 70州に 800ある自治体
（バランガイに限らない）の大部分に及ぶゲリラ拠点を 110ないし 120構えて
いるとのことである。NPAは、自らに有利とされる状況下では AFP部隊と積
極的に交戦してきた。彼らは待ち伏せで戦果を上げ、軍はかなりの犠牲者を出
した。また彼らは「革命税」の納付を拒否した民間企業の財産も攻撃してきた。
しかし、その真の強さは政治手腕にある。これは 1986年に戒厳令が解かれて
以来、CPP-NPAに同調して主流の政争に参加してきた市民社会集団や政党か
ら成る。これらの集団こそ、兵力の弱体化をよそに関連活動をどうにか維持し
てきた集団である。しかし、現在の CPP-NPAはその主張に関わりなく、最盛
期の面影を残す程度に過ぎないが、かつては大軍勢を動員でき、小規模の従来
的戦闘でAFPと戦う態勢が整っていると見られていた。重要な進展は、CPP-
NPAが政府との和平協議を再開する用意があると宣言したことである。最初の
会合は 2011年 2月にオスロで開かれた。
モロ・イスラム解放戦線（MILF）は今なお最も有力な軍事的脅威で、配

下の兵士数に大きな変化はない。推定によるとミンダナオ島の西部と中部に
10,000～ 12,000名の正規兵を集中的に擁している（Lum, 2009）。MILFは
バンサモロ（ミンダナオ島のイスラム教徒）の祖国創設に向けた運動を最前線
で行い、30年以上にわたりフィリピン政府と武力衝突を続けている。しかし
CPP-NPAと異なり、MILFは 1990年代後半から継続的に政府と協議してきた。
協議は 2008年に行き詰まってしまったが、これはフィリピン最高裁判所がミ
ンダナオ、スル、パラワンに及ぶ先祖代々の土地に対する彼らの要求を認める
という背景において、フィリピン国内で計画されていたバンサモロ自治領の枠
組みを定めることを違憲と宣言したためである。この協議停止の結果、武力衝
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突が激化し、MILFの現場指揮官は上官の命令なしに行動して主にキリスト教
徒の町や自治体へ攻撃を開始した。以来、休戦体制が取られているが、AFPと
MILF部隊の衝突は断続的に続いてきた。しかし 2010年、AFPはMILFとの
永続的休戦協定が概ね守られたとして、MILFの封じ込めに成功できたと主張
した。MILFが関与したとされる暴力事件は 2009年に 298件発生したのに比
べ、2010年にはわずか 31件であった（ABS-CBN, 2010）。和平協議再開を両者
が約束した（そしてその見通しについては慎重ながらも楽観的であった）にも
かかわらず、交渉開始は当初、協議の第三者進行役の問題の解決が待たれたた
め、一時休止となった。アキノ政権はインドネシアを第三者進行役として迎え
る意向を示していた一方、MILFはマレーシアが引き続きその役目を果たすこ
とを希望すると述べていた。しかし、マレーシアは元来、アロヨ政権下のフィ
リピン政府から協議再開の第三者進行役に留まるよう求められていたという事
実から、この問題は大体において非現実的となり、フィリピン政府は気まずい
立場に置かれた。
第三の武装集団は、2000年初頭にフィリピンの治安に対する主たる脅威とし

てCPP-NPAとMILFの両者に取って代わっていた、アブ・サヤフ（ASG）である。
2001年 9月 11日に米国で起こったテロ攻撃の余波を受け、ASGは、インド
ネシアを主に拠点としつつ下部組織がマレーシアとシンガポールで活動してい
たジェマ・イスラミア（JI）と共に、東南アジアがアフガニスタンとイラクに
次いで米国によるグローバルな対テロ戦争における第三の前線と化した主な理
由であった。ASGは 2000年中頃、大体において身代金目的の誘拐をはたらく
犯罪組織と化した。しかし、JIとの繋がりや、キリスト教徒を狙った攻撃の継
続が、革命的理想を主張する根拠となった。米国の特殊部隊、訓練、装備の支
援を受けた、AFPによる継続的な追跡と攻撃により、ASGの地理的活動範囲
はザンボアンガ及びスル地域に限られ、人数も着実に減っていった。AFPによ
ると、この集団の兵力は 2009年の 391から 2010年末には 340に減少したと
される（ABS-CBN, 2010）。彼らの犯行とされる爆破や手榴弾攻撃の発生件数も、
2009年の 54件から 29件に減った。しかし彼らは依然、数や行動範囲の割に
釣り合わない懸念を引き起こしている。クリスマスの日にホロ島の警察拠点内
で起こった教会爆破事件では 11名の負傷者を出したが、これも ASGの犯行と
されている（The Mindanao Examiner, 2010）。
しかし、このところ認識が高まっているのは、こうした長期に及ぶ脅威がフィ
リピンの治安政策立案者を悩ませ続けているものの、他にも脆弱性の原因が増
え、フィリピン政府が留意するところとなり、過去 20年間にわたり安全保障
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上の懸念として重要性を帯びているという点である。2009年にはケッツァーナ
とパーマァという 2度の台風によって、多様な、そして／或いは連続的な国家
的非常事態、特に自然発生する事態への対応に関して、国のインフラや準備態
勢の不備が明らかとなった。後者に関して、これは年間 20回以上台風や低気
圧に見舞われる国における戦略的計画立案や政策実施について語るには不十分
なほどである。ここ 10年、通常の台風シーズン以外にさえ、国が見舞われる
極端な気象条件が激しくなってきたことからも、この状況の重要性は高まって
きた。2010年には台風と低気圧がすさまじい豪雨をもたらし、台風シーズンを
ゆうに過ぎた 11月と 12月に国内各地で洪水を引き起こした。フィリピン政府
はいっそう極端な気象事象の悪化に備え、災害救援・調整業務を実施する国の
能力の強化措置を講じてきた。
しかしそうした措置は次第に、より広範な安全保障情勢の範疇に位置付けら

れつつある。10月、ベニグノ・アキノ 3世大統領は政令第 6号を発布し、その
中で国家安全保障アドバイザーであるセサール・ガルシアに対し、国の安全保
障に関する政策と戦略の起草を統括するよう指示した。このプロセスはアキノ
政権の中心的懸案として特定された 4つの要素、即ちガバナンス、サービス提供、
経済再建及び持続可能な発展、そして安全保障部門改革が指針となるものとさ
れた（Boradora, 2010）。しかし、これら 4つの要素は現実的に安全保障政策の
焦点の大転換を示唆するものではなく、それは引き続き国内治安が、フィリピ
ンの意思決定者が国の脆弱性の原因と捉える中核的要素であることに間違いな
いからである。
こうした国内治安に対する懸念の他に、国の脆弱性の最たる原因はフィリ

ピン人労働者が世界中に幅広く離散していることにある。アジア開発銀行
のある研究は、フィリピンの人口の 10%が国外に居住していると推定した
（Maguddayao, 2010）。ある水準で、このフィリピン人労働者の国外移住現象は
政府にある種の安全弁を提供し、それが何らかの形で、貧困に窮する国の社会
不安を管理可能な水準に保ってきた。フィリピン大経済学部のエルネスト・ペ
ルニアは、国外のフィリピン人労働者からの送金は 2010年に GDPの 17.1%
に上り（Amojelar, 2011）1、それはフィリピンの貧困率を 3～ 4%（2～ 300万
人に相当）引き下げる効果があったと指摘した（Goldstar Daily, 2011）。従って、
世界のどこかでフィリピン人労働者が危機又は災害に巻き込まれると、フィリ

1 アジア開発銀行の研究では、送金が 2008年にフィリピンの GDPの 12%を占め、それが「経
済にとって単独で最も重要な外貨獲得源であり、受け取る家族にとって重要な収入源でもある」
と指摘した（Maguddayao, 2010にて引用）。
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ピン政府にとっては潜在的に過酷な試練となる。場合によってはこうした試練
が、これらの労働者が絡む一般市民の強い心情を理由に、政策転換に繋がった
例もある 2。こうした背景にあって、2011年のジャスミン革命によって生じたア
ラブ世界の混乱は、フィリピンにとって潜在的に恐ろしい結末をもたらし得る。
国家統計調整委員会のロムロ・ヴィロラ事務局長は、見込まれる送金損失だけ
でなく、「130万人の OFW（国外フィリピン人労働者）が労働力に加わること
による失業の急増」も指摘した（Amojelar, 2011）。
しかし、国外フィリピン人労働者の問題でさえ、フィリピン政府が直面する
自然災害や反乱と併せて、フィリピンの政策立案者が極めて戦術的かつ応答的
な方法で取り組んできた本質的に日々の懸念を成す要素である。実際、こうし
た懸念の解決を模索する中で、戦略的な計算はほとんど行われない。しかしこ
れらの本質に対し、政府は常々配慮する必要がある。結果的に、フィリピン政
府は大体においてこうした日々の最前線で消火活動に当たっており、領土保全
に関する戦略的考察は依然、大体において国の安全保障計算の実質的要素では
なく、むしろある種の予測である。そうした背景にあって、スプラトリー諸島
に属するカラヤン群島（KGI）を巡ってフィリピンが争っている主張に関する
状況は、対外安全保障環境の見直しの必要性について幾分刺激をもたらした。
2009年 3月 10日、グロリア・マカパガル・アロヨ大統領はフィリピン領域の
基準線を再定義する法案の可決に署名した。この法律は主要群島の領域限度を、
フィリピンが自国の領海、接続水域、排他的経済水域を定義することを認める
形で調整するものである。それは基準線をKGIまで含めるよう拡大するわけで
はない（Severino, 年不詳）。この提案に対する中国の反応が予想されたが、こ
れはフィリピンが一方的に要求を主張するのではなく、むしろ国の領域に関係
する事案に関して国連海洋法が定めた期限に対応して取った法的措置であった
ことから、もたらされた重大性はおそらく予想外であった。フィリピンは基準
線を国連海洋法の規定に準拠させるよう求めた。中国政府はこの法律について、
ASEANの南シナ海行動宣言（DOCS）の精神に反すると論じて抗議した。ベ
トナムも抗議したが、この問題を中国ほど追求しなかった。この区域でフィリ
ピン漁民が増加する中国の哨戒艇によって妨害されているとの報告が、法案可
決後、相次いだ。フィリピンと中国の関係がこの状況によって悪化したわけで
はないが、それに起因する不安は十分理解できた。これは 2010年にスプラト

2 2004年に小規模のフィリピン派遣部隊が撤退したことは、主に、ファルージャ市近郊でイラ
ク人過激派反乱者に誘拐されたフィリピン人国外労働者アンジェロ・デラ・クルスの殺害脅迫
に対するアロヨ政権の対応を受けて巻き起こった一般市民からの圧力に応じたものである。
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リー諸島に対して議論の余地のない主権を巡る、中国の自己主張の高まりの認
知に関する状況を説明するものである。

ASEAN常任委員会議長国を引き継いだベトナムは、スプラトリー諸島問題
を ASEANの議題にしようとした。これが中国に向けられた意図であることは
明白で、その発想は ASEANと関連機構（ASEANプラス 3）の庇護下で申立
国の多国間対話を追求することにあったからである。中国は、自らが関わる領
有権問題を二国間プロセスで解決することを好んだ。スプラトリー諸島の状況
において、中国はベトナムが取ったこれらの措置に対し、南シナ海の問題は中
国の「中核的懸念」であると宣言することで対応したが、これは以前、中国が
台湾やチベットに対する主権の主張に用いた表現である。代わってベトナムは
米国との連携強化を図り、米空母ジョージ・ワシントンがベトナムのダナン港
に寄港した（Washington Times, 2010）。ASEAN・米国二者間会議の際、ヒラリー・
クリントン米国務長官は南シナ海は今や米国にとって「戦略的関心」の的であ
ると述べた。尖閣諸島（魚釣島）を巡る中国と日本の争いも、ASEAN諸国が
注目するところとなった（The Economist 2010a, 2010b, 2010c, 2010d, 2010g）。
中国と ASEAN諸国の外相が 1月 24～ 25日に中国の昆明に集まり、争われて
いるスプラトリー諸島における平和と安定の維持を目指し、DOCSより拘束力
のある協定の構築について協議した。この会議では中国が「議論の余地のない」
主権を持つと見なす区域に対して協定に拘束されることを依然警戒したため、
ほとんど成果はなかった。こうした進展は全て、フィリピンも含めた ASEAN
諸国の戦略立案者の目に一段と差し迫って見えてくる、中国の脅威の認知に寄
与していた（GMA News, 2011）。しかし、そこで問題となるのは、脅威の実現
可能性を認識しつつ、国が取り得る選択肢は何か、という疑問である。こうし
た背景にあって、フィリピンの対外防衛能力が相変わらず弱いことは、依然と
して主要な課題である。

フィリピン軍の状況

総体的に、フィリピン軍は最も控えめな運用能力しか持っていないと評価で
き、これは国内治安が今なお優先されていることの表れである。軍備の大半、
特にフィリピンの広大な領域を守る鍵となる軍備は古く、また常々、劣悪な保
守性と低い可用性に悩まされている。少数の精鋭地上部隊を除けば、AFP全
体の訓練基準を刷新する必要がある。しかしこうした課題は戦略的に熟考する
必要があり、また、特に国の政策決定者が考える安全保障は相変わらず反乱鎮
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圧が支配的であるという点からも、短期的に対処できそうにない。2010年の、
AFPを含む DND予算は 972.5億フィリピンペソで、その多くは文民・軍人の
給与と福利厚生に充てられた。2011年の予算要求は前年比 8%増で、配分は同
様である（Press Release, 2010a）。この予算でもなお、AFPが対外防衛能力を
近代化する上で必要な資源が提供されるには至らない。AFPの現状を以下に要
約する。
防空。米軍が 1991年にフィリピンから撤退した結果、フィリピン空軍（PAF）
の能力は急速に低下した。これは 1997年～ 1998年のアジア金融危機によっ
て悪化し、その結果、長年にわたり計画されていた近代化が先送りとなった。
大体においてこうした進展の結果、PAFは現在、予算の制約が非常に大きい。
PAFは深刻な予備品不足やシステムの可用性の制限に見舞われている。航空機
搭乗員は全般的に訓練不足で、士気の低さに喘いでいる。

PAFの主な任務は反乱鎮圧支援、或いはフィリピン陸軍の戦術的近接航空支
援である。現在、ドクトリンの開発と士官集団の教育に充てられる時間が増え
ている。しかし、こうした努力に関わりなく、PAFの主要能力の再生に必要と
思われる持続的投資計画は、向こう 10年間は実現しそうにない。現時点での
調達は、友好国から譲ってもらうお下がりに限られている。2010年、PAFは
C-130Hを修理したものをチュニジア空軍から調達した。一方、ヘリコプター
をポーランドから購入する計画は、調達後の諸手順が明確になるまで保留の状
態である（Press Release, 2010b）。
海上防衛。空軍にも増して、フィリピン海軍は近代的な艦船や装備の導入が
極めて必要である。艦船のうち多数（特に水上戦闘艦）は第二次世界大戦当時
の年代物である。主力水上艦のうち 25年未満の新しいものは皆無で、大部分
は韓国が処分した艦船を修理したものである。AFPの国内治安重視と一致する
形で、海軍も国内の沿岸部や群島海域の哨戒活動が主務である。KGIに対する
主権を主張しながら、フィリピンはそれを執行するために必要な軍備を全く持
ち合わせていない。フィリピン海軍の近代化計画は何年も前からあるが、ほと
んど進歩していない。これは貧しい状態の国家経済に一因がある一方、国内治
安のコミットメントの切迫に起因する陸軍重視の結果でもある。しかし、それ
は政策立案者がフィリピンの戦略環境に対する配慮をずっと欠いてきたことの
表れでもある。総体的に、フィリピン海軍は自国の群島海域内でさえ、防衛作
戦を実施する上で最も基本的な能力しか持たない。
陸上防衛。フィリピン陸軍は主に反乱鎮圧と国内治安作戦を目的に編成され
ている。陸軍、特に海兵隊、陸軍レンジャー部隊、特殊部隊は経験と訓練を積
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んでいるが、装備が乏しく、依然として要員集約的である。この点は他の多数
の東南アジア諸国と似ている。フィリピン陸軍は従来型の地上部隊能力を近代
化し導入する計画を実践することができず、その理由の 1つとして予算の制約
があり、また国内治安活動が依然重視されているからでもある。この状況は当
分変わりそうにない。
米軍がスービック湾とクラーク空軍基地から 1991年に撤退した後、フィリ

ピン軍にとっては試練の時期が続いている。1990年代半ばに始まった軍備近代
化の取り組みは、1997年～ 1998年のアジア金融危機によって中止に追い込ま
れた。フィリピン南部で続く暴動や、CPP-NPAによる反乱が、外的脅威への
対抗に向けた AFPの方向転換計画を妨げてきた。フィリピン陸軍は近代化を
極めて必要としている。そうしたプロセスの着手に向けた政治的意思は大体に
おいて、国家経済が持続的な成長率の上昇をもたらし、また南部でのイスラム
教徒の反乱を鎮圧した時に、資金を拠出可能となるという見通しと結びついて
いる。後者は政府とMILFの和平協議を進める準備が整えば低減されると予想
され、また AFPの近代化に必要な資源は、長期にわたる経済成長の持続から
しか得られない資金が待たれるところである。

安全保障関係

軍事能力不足は常々、外交で埋め合わされている。フィリピンは地域の近隣
諸国や諸外国との二国間軍事提携の拡大と強化に努めてきた。フィリピンは
2010年 10月 26日、ベトナム社会主義共和国との合意覚書（MOA）に調印
したが、これは DNDとベトナム国防省との対話及び強化が目的である。この
MOAは AFPとベトナム人民軍の相互訪問と教育交流をカバーしている（Press 
Release, 2010c）。また、インドネシア及びブルネイとの強固な連携も継続して
いる。フィリピンは 2010年 12月 14日にマカティでフィリピン・インドネシ
ア合同防衛協力委員会会議を主催し、その際、ASEAN諸国間での軍同士の協
力や海洋の安全保障の増進に向けたイニシアティブについて協議された（Press 
Release, 2010a）。フィリピンはオーストラリアとも非常に強固な関係を築いて
おり、情報協力や装備改良の面で成果を上げている。これらは特に、テロ対策
活動を背景に重要である。中国とも防衛協力協定を交わしている。この協定は、
両国軍の相互交流の基礎となっている。
一方、目下、フィリピンにとって最も重要なのは米国との防衛関係である。

2001年 9月 11日の攻撃を契機に起こった米比関係の再活性化は、フィリピン
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に現場の情報活動や訓練資源をもたらし、これらは ASGに対する AFPの戦い
で重宝している。対テロ戦争が始まった当時、米国は既に 923億米ドル相当の
軍装備品をフィリピンに提供すると約束していた。米国からの追加支援、そし
て米国がおそらく他の調達源にも求めた支援のおかげで、向こう数年間に少な
くとも国内治安能力を強化する用意ができた。しかし、こうした類の依存を続
けるわけにはいかない。フィリピンの安全保障は最終的に、様々な脅威の発生
源に対応するための人的その他の資源を国が有することを担保する上で必要な
資源を独力で提供し配備する能力を通じて、確保されなければならない。
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